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信州地震等災害保険・共済加入促進協議会 (会長：植月 道雄・日本損害保険協会関東支部長野損保会長)

では、近年の地震や台風、大雨等、自然災害が多発する状況を踏まえ、地震リスクや風水害リスクの正しい

理解やこれらの自然災害に対する必要な備えをしてもらうために、今般、「長野県の自然災害リーフレット」

を3万部作成し、配布しました。また、県のホームページにも同リーフレットを掲載し、県民に周知してお

ります。 

 

本リーフレットは、県民の皆様への周知・啓発の手段として、長野県内の自然災害リスクを学び、備える

ための内容となっており、「過去の自然災害」「発生が想定される地震・噴火」「水災(風水害・土砂災害や内

水氾濫)の危険性」「自然災害に備える」の４つのパートから構成しています。 

 

具体的には、地震・噴火は、県内で起きた過去の地震（長野県北部地震、長野県神城断層地震）や、今後

県内で発生が想定される地震（糸魚川-静岡構造線断層帯の地震、南海トラフ地震）や火山災害について。 

また、水災は、過去10年間に98%の市町村で水害・土砂災害が発生していることや近年各地で発生して

いる豪雨による内水氾濫の危険性について、それぞれ学べる内容となっています。 

 

また、これらの自然災害に備える方法では、日頃から防災対策をしておくことで、被害を軽減することが

でき、防災対策の基本である自助が大切であるとして、避難について確認（ハザードマップで自分のまちの

災害リスクの確認、非常用品の備蓄や持ち出し品の準備、家族との連絡方法や集合場所の確認）のほか、自

然災害で建物や家財などが損害を被った場合、生活再建費用は大きなものとなるので、自助の有効な手段の

一つで、経済的な備えとして重要な役割を果たす地震保険・共済や火災保険・共済などの保険・共済への加

入を呼びかけています。 

 

本リーフレットは、当協議会事務局である長野県、当支部長野損保会（会長：植月 道雄・あいおいニッセ

イ同和損害保険株式会社 長野支店長）を含む当協議会参画6団体が長野県での地震等災害保険・共済の加

入促進に向けた啓発活動を自治体などと連携して活用していきます。 

 

 

  
リーフレットを手に説明する植月協議会会長(長野損保会会長)  

長野県で自然災害に備えるリーフレットを３万部配布！ 

～長野県の自然災害を”学ぶ・備える”～ 



 
リーフレット裏表紙・表表紙  

 

リーフレット中面 

 

＊以下URL からリーフレット（PDF）をダウンロードいただけます。 

https://www.sonpo.or.jp/news/branch/kanto/2023/pdf/2402_leaflet.pdf 

以 上 

https://www.sonpo.or.jp/news/branch/kanto/2023/pdf/2402_leaflet.pdf

